
序章　研究の枠組み
0-1. 研究の背景
　現代の東京の繁華街を見渡した時、特徴的な
のは中小ビルが密集している風景ではないだろ
うか。このような繁華街は、社会学の観点から
はよく、「繁華街のセキュリティ」「防犯」「コミュ
ニティ形成」と言ったような文脈で語られるこ
とも多い。あるいは、一階部分を含めた低層階
はテナントが埋まっているものの、上層部のテ
ナントが埋まらないといったような遊休不動産
の問題として、繁華街ビルの空きテナントが問
題視されることもある。
　では、都市形成史の観点から見た場合、繁華
街はどのように捉えることができるだろうか。
現代のようにビルがひしめく光景が生まれたの
は、少なくとも戦後になってからというのは想
像に難くない。丸ノ内などの一部を除いて、戦
後のバラックや木造・レンガ造の建物が、どの
ようにして今のような形になっていったのか。
現代の繁華街の抱える問題・課題点を考える上
で、このような都市空間形成に着目した視点が
その解決の一助になると考えられるだろう。
0-2. 研究の視点
　本稿では、中小ビルに着目した都市空間の変
遷を取り扱うが、その際にどのように都市に中
小ビルが建てられていったのか、ということを

「都市のビル化」という言葉で捉える。

　「ビル化」を大きく二つの意味に分解すると、
①都市の「立体化」と②「テナント変化」とい
うことができるだろう。
　①に関しては、いつ、どのようにして敷地に
建つ建物が立体化していったのか、という点で
捉える。②に関しては、その都市のビルに入る
テナントがどのように増え、またその商業形態
がどのような変化を遂げて今に至るのか、とい
うことに着目する。
　以上の二つの視点から、ビル化とは都市にお
いてどのような意味を持つものであったのかを
考察する。

0-3. 研究の目的
　上述のように、繁華街においてどのような力
学で中小ビルが林立することになったのか、そ
してそれがどのように現在まで維持し続けられ
ているのかということを、主に戦後の建物の変
遷、特にほとんど木造建築で占められていたエ
リアがどのようにして立体化・テナント変化し
て現在の姿になったのかという点に着目して明
らかにする。その際、空間的な視点だけでなく、
土地・建物の所有者がなぜそのような立体化を
指向したのかということを、不動産所有という
観点からも補強する。これらを合わせて、今後
のビル街としての繁華街がどのような姿へと変
わっていくのかの示唆を得る。
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0-4. 研究の構成
本稿は以下のような内容で構成される。

0-5. 既往研究の整理と本研究の位置付け
　既往研究を概観すると、繁華街の定義に関し
ては籾山・十代田（2005）1、東京花街の研究
では西村・内藤・中井（2008）2・松井・窪田

（2012）3 等があるが、繁華街におけるビルの
成立過程について空間的変遷や不動産所有の視
点から言及した論文が見当たらないこと、また
上野下谷という旧花街エリアの近代史について
扱ったものがないという点において、本校に意
義があると言える。

0-6. 用語の定義
●ビルという言葉について
　一般的にビルという言葉は、ビルディングの
略称であり「鉄筋コンクリートなどの構造で作
られた中高層の建物」としてイメージされる。
広大な敷地面積を持ち高さ 30m を超える超高
層ビルから、3、4 階建ての小さなものまでを
内包した言葉であり、用途としても飲食店や小
売店舗、オフィスなど様々である。
　本稿においては、繁華街における中小ビルを
主な対象として分析するため、以下、特に断り
なく「ビル」という言葉を使う際には、「3 階
建以上の非木造建築（主に S 造あるいは RC 造）
で、オーナーや不動産管理のもとで事業者に貸
し出される形式の経営がなされている建物」と
して用いることとする。建物すべてを自社ビル
として用いるようなオフィスビルや、大規模複
合商業ビルは、今回の研究では扱わない。

第 1 章　東京における繁華街と花街の関係性
1-1. 東京における繁華街と花街の関係性
　繁華街とは「商店や飲食店が集中して立ち並
ぶ、賑やかな場所」、「盛り場」と一般的には言
われるが、空間的・統計的に具体的な定義がな
されている言葉ではない。ただし東京に限れば、
東京都が『東京の商業集積地域』4 において、「駅
あるいは幹線道路等を中心に商店が連続してい
る商業集積地域について一般飲食店数を合わせ
た商店数が 400 店を超えている地域」を「繁
華街」として定義づけしている。これを元に、
籾山・十代田（2005）においては、以下のエ
リアを東京における代表的繁華街として位置付
けている。

　また、花街という言葉は、東京においては、
加藤（2005）5 が花街を「検 ( 見 ) 番 ( 一軒 )、
芸妓屋 ( 数十軒 ) と料理屋 ( 数軒 ) の二業、こ
の二業に待合茶屋 ( 数十軒 ) を加えた三業とい
う分業制度 を採用している」ものと定義して
おり、これらの示す花街として東京旧 15 区内
に 28 あった花街を指すこととする。
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1-2. 花街の成立と変遷
　この花街の成立に関しては、西村・内藤・中
井（2008）に詳しい。西村・内藤・中井（2008）
によれば、花街の成立は大きく 4 つの時代、
すなわち江戸期・明治期・大正期そして昭和初
期の 4 つに区分でき、上野下谷はこれらのう
ち岡場所にルーツを持つ江戸期の花街と定義さ
れている。

1-3. 上野下谷の位置付け
　上記 28 花街のうち、現在繁華街として分類
できるもの、つまり現在の主な繁華街に内包さ
れている、あるいは隣接している旧花街は 14
箇所であり、その中でも繁華街としてビル化し
ているものは、新橋、烏森、日本橋、芳町、上
野下谷が挙げられる。
　これらのうち、現在も芸妓が在籍する場所は
芳町・新橋・赤坂・神楽坂・浅草・向島であり、
これらは東京 6 花街と呼称される。この 6 つ
を除外し、かつ古くからの賑わいの地である江
戸時代をルーツに持つもの、そして花街規模の
大きさを勘案すると、ケーススタディの対象と
して上野下谷を見ることで、花街という近代以
前の賑わいの地が、現代のようなビルのひしめ
く繁華街へ変容していったのかをよく捉えるこ
とができるのではないだろうか。

第 2 章 上野下谷の地域社会の変容
2-1. 上野下谷における花街の成立
　江戸期、上野下谷は大きく分けて武家・板倉
屋敷とその武家地、および数寄屋町の中の町民
地として土地利用されていた。

　花街は少なくとも 1860 年代以前から成立し
ていたと考えられる。明治時代になると、板倉
屋敷とその武家地が解体、上野下谷はそのほと
んどが民間所有されることになり、それに伴い
花街の規模も拡大していった。昭和期まで拡大
を続け、1905 年の段階で芸妓 238 名、1910

年には 305 名となっている 6。1928 年の段階
では浅草・芳町・新橋・神楽坂に次ぐ第 5 位
の規模となった。特徴的であり着目するべき点
は、明治以降は土地所有が民間に移譲され、震
災・戦災を経てもそれが大きく変わることなく、
地元で花街関連の仕事などが続けられていたこ
とである。これが都市形成の重要なベースとな
る。

2-2. 不動産所有から見た上野下谷の地域変容
　不動産所有の観点から見ると、オーナーの土
地所有形態は以下のような 3 段階に分けるこ
とができる。

　第一世代は土地を所有し、かつそこで生活・
商業を営んでいた世代であり、明治以降 1960
年代まで続いた。1960 年から 1990 年代が第
二世代であり、戦後に土地を手放したり、木造
建築の耐用年数などからくる更新に際し、オー
ナーは建物をビル化していった。この時期に地
元を離れ文京区や台東区東部の住宅街へと引っ
越し、通いでの商売、あるいはバブル期を過ぎ
ると商売もやめ「貸しテナント業」への移行が
起きた。第三世代は土地建物自体を売却し、地
元との縁が切れていく時代で、2000 年代以降、
第二世代の子供達がオーナーを引き継ぐが、生
まれも育ちも上野下谷ではない彼らは土地建物
を外部、ディベロッパーなどに売却するケース
が見られた。

2-3. 上野下谷の現在
　現在では多くの建物がビル化されており、容
積率の限界まで高層化されたビルが多い。木造
時代より敷地面積を変えずに立体化されたビル
は、いわゆるソシアルビル（パブ・スナックな
どの飲食店が多く入る）が多くを占める。街区
構造は戦前からほぼ変わらず、花街時代の横丁
なども残る。かつて都電が地区の中央を東西に



図 7　1934 年火保図　　　　図 8　1967 年住宅地図

図 9　1976 年住宅地図　　　図 8　1988 年住宅地図

図 10　1995 年住宅地図　　　図 11　2016 年住宅地図
＊赤色はその年代以前からの立体化建物、青色はその年代に立体化した
建物を示す
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走っており、その通りに面した部分および地区
東側の中央大通りに面した部分には大きな銀行
ビル・オフィスビルなども立ち並んでいる。

第 3 章　上野下谷の立体化
3-2. 立体化の変遷
　立体化を調べるにあたっては主に地図を用い
て調査を行なった 7。使用する地図は都市製図
社の火災保険特殊地図、公共施設地図航空株式
会社の航空住宅地図、およびゼンリンの住宅地
図である。年代としては 1934 年と 1953 年の
火 保 図、1967 年・1970 年・1976 年・1982
年・1988 年の航空住宅地図、および 1995 年・
2016 年のゼンリン住宅地図を用いた、計 9 時
点での建物更新を分析する。火保図では詳細な
建物の回数と建築構造（木造・耐火建築・S ／
RC 造）が、航空住宅地図においても主要な建
物の階数と構造を把握することができる。ゼン
リンの住宅地図からは建物階数がわかり、これ
らから上野下谷の立体化を追う。
　街区更新を復元すると、以下のようになる。

　1934 年の段階ではごくわずかな建物のみが
立体であるが、1967 年時点では中央大通りな
ど大街路に面した場所で立体化が進行してい
る。1976、1988 年の住宅地図より、地区内
の場所を問わず立体化が行われ、1988 年から
1995 年にかけてが最も立体化の進んだ時期で
あることがわかる。これはちょうどバブル期と
重なっている。この段階で立体化率は 56％を
超え、上野下谷の建物の半数超がビルとなった。
2016 年にかけては更新スピードは鈍化し、現
在は 65％ほどがビルとなっている。特徴とし
て、近年では戦後以降の第二次建て替えで、い
くつかのビルが統合されて再開発される事例が
散見される。

3-4. 小括
　以上より、上野下谷における立体化は、時代
的にはバブル期前に偏っていること、更新はそ
の立地の条件によらず個々に発生していること
がわかる。これは、住宅地やオフィス街とは違
い、マンションデベロッパーなどを介さず、オー
ナーが個々の所有する建物の立体化を希求した
からであるのではないだろうか。つまり、訪れ
る人が住む・働くといった快適性を求めてアク
セスしやすい場所に大きな面積で建物が建てら
れるのではなく、飲む・遊ぶといった遊興を求
めて訪れる繁華街であるため、その立地や更新
においては住宅地ほど秩序立った開発は行われ
なかったと推測される。

第 4 章　上野下谷のテナント変化
4-1. 法制度の変化と花街文化の衰退 
　4 章では、それぞれの建物はどのような用途
で使われていたのかに焦点を当て分析を行う。
花街の衰退には法制度の影響が大きく、1958
年の売春禁止法を機に、その後の風営法の改正
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などもあり全国的に花街は急速に衰退してい
く。上野下谷もこの例にもれず、急激に数を減
らしていった。

4-2. 繁華街文化の台頭
　一方、戦後の復興期より繁華街文化が台頭す
る。最初期はキャバレー・喫茶店・ダンスフロ
アなどが台頭、バブル期に前後して建物が立体
化され上野下谷全体の床面積が増えるにつれ、
パブ・スナック・キャバクラなど小さな面積で
も運営ができる接客型の飲食店が増加していっ
た。これに合わせて、上野下谷の特徴として、
新たに外国人従事者が増えることが挙げられ
る。戦後期より地元で商売を始めた韓国人に加
え、新たに中国人やタイ人の女性が接客業とし
てこのエリアに関わるようになる。その後バブ
ルの崩壊後はその不況の影響を受け今まで増え
る一方だったテナントに空きができるようにな
る期間が生まれる。また、第 2 章で見たように、
この時期にはビルオーナーが建物を外部に売却
することもしばしば見られ、地元以外のオー
ナーの元でのテナント運営が増加していった時
期でもある。

4-3. ビル化以降のテナントの特徴
　現在のビルとなってからのテナントには、上
野下谷に特有の傾向が見られる。それはテナン
トのリースがかなりの割合で居抜き型であると
いうことである。初めからカウンターやキッチ
ン・シンク、ソファなどの接客型の飲食店経営
を行うことが想定されたリースになっており、
商売を始める際には最低限必要なものは従業員
のみという身軽な営業ができることが特徴と言
える。
　また、合わせて特徴的なこととして、リース
されているテナントの床面積がかなり小さいこ
とが挙げられる。一番小さいものでは 4 坪か
ら、平均的に 5 坪から 9 坪程度のものがかな
りの貸しテナントを占めている。これは需要が

ある営業形態、つまり建て替えの時期におよそ
3 人から 5 人程度の従業員で接客を行うような
店舗の需要が大きく、それに対応して内装の設
計を行ったためであると考えられる。

　
　上記のようにリースされる空間がかなり用途
限定的なものが多いため、そこに入居するテナ
ントは多くの場合同種性を持つ。

4-4. 小括
　まず花街文化の衰退は現在のビル化した繁華
街の台頭の少し前に進行・終了していったこと
がわかる。必ずしも旧花街と現在の繁華街が反
比例の関係にあったわけではない。1960 年代
の繁華街文化（比較的大きな床面積を持ったダ
ンスフロアやキャバレー）に変わり、その後ビ
ル化する際に小さい面積での飲食店に特化した
ビルが増加すると、それに合わせて同種の営業
形態を持つ店舗が増加することになった。そし
てそれらは現在までのおよそ 20 ～ 30 年に渡
り、このエリアでの商業形態を規定することに
なっていったのではないだろうか。

結章 結論
5-1. 各章の要旨
　2 章では、のちの章で空間と用途に関して議
論するための前提として、上野下谷の明治時代
以降、現代に至るまでの土地所有から見た地域
社会の変容を追った。戦後以降は①商売は地元
で続けるが住居を変える場合、②商売も住居も
外部化し、「貸しビル業」として上野下谷に関
わる場合、③そして土地建物を売却し、全く関
わらなくなる場合が時代を経るにつれて起きて
いったことが推測できる。
　3 章では、具体的にどの時期にどこの立体化
が進んだのかについて、空間的・時間的に明ら
かにした。空間的には更新が早くに行われる場
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図 15　ビル化と土地所有形態の関係性

所や優先的に土地が統合されて大規模化する場
所には秩序だった法則性はなく、個別のオー
ナーが主な決定権を持って更新が行われたと推
測できる。
　4 章では、花街文化の終焉と繁華街文化の台
頭、そして現在の中小ビル化には時代のズレが
あったこと、現在のビル街となってからは、そ
のビルのテナントが居抜き型であったことから
営業形態の固定化が起こり、今のところそれが
20 年～ 30 年ほど維持され続けている状況に
あると言えることがわかった。

5-2. 立体化とテナント変化・土地所有形態の
関係性 
　以下に、4 章で用いた花街と繁華街の文化の
年表に、建物の立体化と不動産所有形態の変化
を合わせた年表を載せる。

　このような都市構造になったのは、個々の敷
地で更新を行うことができる状況が上野下谷に
あったからであり、それは大手ディベロッパー
の介入などがなく、地主と不動産の間で話を進
めることができたからこそ、遡って 70 年以上
にわたり建ぺいの大きさがほとんど変わらない
ままにビル化が進行したということができる。

5-3. 結論
　以上から、二つのことが導かれる。空間的な
一般解としては、中小ビルが林立するような繁
華街においては、垂直的な立体化・テナント変
化によって、より多くの商業が集積すること、
そして立体化の変遷は 3 章で見たように、あ
るい時代に集中して行われ、同じような形態の
ビルが建てられることである。特に、なぜ共同
再開発にならなかったのかということについて
は、建て替えに際して地付きの不動産と地主と
の個々の交渉が行われたこと、初期の成功例を

模倣するように各々の地主の判断で更新されて
いった結果、現在のようなまちの姿になったと
考えられる。
　もう一つは、上野下谷に特有の個別の要素と
して、ここで行われたテナント変化が、フロア
をスケルトンで貸し出すというよりは、リース
物件として居抜きで短期間のサイクルで同業態
の飲食店などが出入りすることに特化したもの
が多かったということが挙げられる。これに
よって、地域全体での商業形態が、テナントと
いう内部空間的に規定された面があるのではな
いかということが推測できる。

5-4. 今後の課題
　今後の上野下谷について、2 章でも示した
ように地主と土地との繋がりが切れかかって
いることがどう影響するかが課題となる。ま
た、このようなテナントによる業態の固定化は、
2010 年代以降の需要の変化などに伴う空きテ
ナントの増加に対する柔軟性を狭めているよう
にも感じられる。
　また、土地所有の分析からは地主と地元不動
産会社のネットワークがあることが分かった。
このような繋がりは、今後の都市更新に際して、
大手ディベロッパーに一括して売却しての再開
発とは異なる、新たな都市更新のあり方への示
唆となるだろう。
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